
オ イ コ ノ ミカ 第43巻 第2号,2006年,pp.43-67

愛知県 における労働者 と健康保険制度*

トヨタ自動車グループ組合健保 と政管健保

澤 野 孝一朗**

1.は じ め に

名古屋市および愛知県 は,製 造業が集積する日本で有数の地域であ り,労 働者 とその家族の

健康 には大 きな関心が持たれている.こ の健康確保の根幹にあるのが,医 療保障すなわち医療

サービスの提供を保障する医療保険制度である.日 本の医療保険制度では,労 働者 とその家族

は健康保険(健 保),そ れ以外の人々は国民健康保険(国 保)に て,医 療サービスの提供が行わ

れる.そ して歴史的経緯か ら健保は2つ の組織(組 合)を 持ち,大 企業の労働者 とその家族は

組合管掌健康保険組合(組 合健保),中 小企業の労働者 とその家族は政府管掌健康保険組合(政

管健保)に 加入することとされている.本 稿では,名 古屋市お よび愛知県における製造業で,

特 に大きな産業シェアを有 している トヨタ自動車グループに注 目して,名 古屋市お よび愛知県

の健康保険の現状 と,そ の加入者の特徴について明らかにすることが主な目的となっている.

最近,ア メリカ国内では,企 業による医療保険の提供 に関する問題が,大 きな社会的関心を

集めている.ア メリカでは,国 民が自由意志 によって私的医療保険に加入することが原則であ

るが,一 部の大企業では労使交渉の結果および福利厚生の観点から,企 業 自身が従業員に対 し

て医療保険を提供する場合がある.こ の企業が提供に関与する医療保険では,従 業員にどのよ

うな給付内容の保険を提供 し,ど の程度の保険料を設定するかは,企 業の自由裁量である.し

かし歴史的 ・制度的経緯か ら,製 造業では給付内容が充実 して保険料が安い医療保険 流通業

では保険給付に制限があ り保険料が割高な医療保険が提供される傾向がある.こ の特徴 を持つ

代表的な製造業が,自 動車メーカーであるGM・ フォー ド・クライスラーであ り,代 表的な流通

業がウォルマー トである.
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アメリカでは,1990年 代か ら急激 な医療費の高騰に直面 しており,医 療保険の提供を担って き

た企業の大 きな負担 となってきている.使 用者側は企業競争力および生産性の低下を懸念 して

その改定を企図するが,労 働者側は労働条件の低下 として反発 し,ス トを含めた労働争議が発

生 している(日 本経済新聞,2006年1月14日,朝 刊.).こ のような労使関係 にあるのが,GM・

フォー ド・クライスラーの自動車メーカーである.他 方,医 療保険の提供に伴うコス ト増を回

避するために,従 業員に不利な医療保険の提供を行っていると批判 されているのが,流 通業大

手のウォルマー トである(日 本経済新聞,2006年4月5日,朝 刊.).特 にウォルマー トのケー

スでは,メ リーランド州がウォルマー トに医療保険提供 を促すための立法を行い,大 きな社会

的問題となっている.

医療費の高騰は,主 に医療の高度化 と人口高齢化の要因が指摘 されており,ア メリカのみな

らず日本にも共通 した問題である.た だし日本では,厳 格な医療規制 ・医療保険規制が実施さ

れていることもあって,医 療の高度化に伴 う医療費高騰 に関 しては,あ る程度コントロールに

成功 している側面がある.し かし人口高齢化 に関 しては,日 本 とアメリカに共通 した要因であ

る.日 本では,若 年労働者 とその家族が健保,高 齢者とその家族が国保 に加入する特徴があ り,

医療サービス需要の高い高齢者 とその家族 を加入者 とする国保は,以 前から財政的な問題に直

面 していた.こ の財政的問題の解決手段 とされたのが,老 人保健制度 ・老人保健拠出金制度で

あった.

老人保健拠出金制度の概要は,公 費と健保(特 に組合健保)・ 国保か らの拠出金によって,高

齢者とその家族の医療サービス提供 に伴 う費用 を賄おうとする仕組みである.こ のため人口高

齢化が進展 し,医 療費が増加するに伴い,老 人保健拠出金額が増加することになる.こ の拠出

金増加は,最 終的には保険料負担の増加 という形に帰着する.こ のため多額の拠出金を負担 し

ている健保組合とその企業にとっては,こ のような保険料負担の増加が労働 コス ト増 とな り,

最終的に企業競争力や生産性の低下,お よび従業員の労働意欲の阻害につながるとして,老 人

保健制度および拠出金制度に関して,多 くの改革提案が行われている.

本稿では,こ のような日本 とアメリカにおける医療費問題の現状 を踏まえた上で,名 古屋市

および愛知県における代表的企業である トヨタ自動車グループに注 目することとする.近 年,

トヨタ自動車および トヨタ自動車健康保険組合 は,積 極的な健保活動を行っていることで有名

である.従 業員とその家族に対 しては,有 料老人ホームの開設(日 本経済新聞,2005年2月24

日,朝 刊.),予 防医療プログラムの提供(日 本経済新聞,2006年3月2日,朝 刊.)な どがある.

退職者とその家族については,老 人保健政策への関与(日 本経済新聞,2006年1月17日,朝 刊

(中部面).),豊 田市 との地域連携(日 本経済新聞,2006年3月18日,朝 刊(中 部面).)な ど

がある.こ のように積極的な健保活動を行っている トヨタ自動車グループに注目することは,

日本の医療保険制度および老人保健制度のあ り方を考えるにあたって重要なポイントとなって

いる.
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本稿の分析か ら明 らかにすることがで きる特徴は,次 の3点 である.(1)名 古屋市域における

国保加入率は,全 国平均 よりも約5%ポ イントほど低い.こ のことは他地域 と比較 して健保加

入率が高いことを意味してお り,製 造業に特徴 を持つ東海地域の特性を反映している.(2)健 康

保険の財政に関 しては,組 合健保 も政管健保 も全国傾向と大差ない.特 に トヨタ自動車グルー

プの健保組合に関 して言えば,そ の収入構造の約90%は 保険料収入か ら構成されている一方,

支出構造は保険給付費が約50%弱 程度で,そ の他は老人保健拠出金や退職者給付拠出金か ら構

成 されてお り,財 政の硬直化が懸念されている.(3)診 療費の構成および診療諸率の動向か ら,

入院診療は愛知県における労働者(お よびその家族)と 全国の労働者(お よびその家族)の 問

に顕著な差は観察されないが,外 来診療は愛知県の労働者 とその家族は全国よりも,受 診率や

1件 あたり日数が低いという特徴があ り,愛 知県の健康保険では外来診療に特徴がある.

本稿の構成 は,次 のとお りである.2節 では名古屋市および愛知県における医療保険の現状

についてまとめ,3節 では トヨタ自動車グループ健保組合 と政管健保(愛 知県)の 財政状況に

ついて検討 している.4節 では,診 療費シェアか ら見た入院 ・外来 ・歯科診療の傾向について

観察し,5節 では診療諸率を利用 した医療費分析を行っている.最 後6節 では,本 稿の結論の

要約 と今後の課題について述べている.

2.名 古屋市 および愛知県にお ける医療保険の現状

本節では,名 古屋市および愛知県における医療保険制度の適用状況をまとめている.以 下で

は,は じめに名古屋市における適用状況を説明 した後,東 海地域の代表的企業である トヨタ自

動車グループの健保組合の現状について明らかにしている.

名古屋市 における適用状 況

名古屋市は,愛 知県(人 口約726万 人)に ある都市であ り,市 域326.45km2,人 口約220万 人

の政令指定都市である.愛 知県は製造業をはじめ とする第2次 産業が全産業の約4割 を占めて

お り,工 業県としての特徴 を持つ.こ の愛知県の中心都市である名古屋市の産業構造(就 業者

数比率)は,第1次 産業が全体の0.3%,第2次 産業が全体 の27.8%,第3次 産業が全体の

70.9%で ある.こ の ように名古屋市および愛知県は,中 心地にオフィスセンターや繁華街を抱

え,そ の周辺地域に工業地域が展開する都市構造を持っている.す なわち名古屋市および愛知

県は,工 場労働者の生活 に大 きく依存 した経済構造を持 っている.

表1は,名 古屋市における医療保険の適用状況をまとめた ものである.表 の第1列 目は地域

区分について,第2列 目は単位,第3列 目は人口数,第4列 目は国保(国 民健康保険)の 加入

者数 第5列 目は老健(老 人保健)適 用者数 最後第6列 目は国保加入率(単 位は%)を 示 し

ている.日 本の医療保険制度は,企 業等に勤める労働者とその家族は健保(健 康保険)に 加入
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表1名 古 屋 市 にお け る医療 保 険 の適用状 況(2003年 度)

単位:人,千 人,%

区分 単位 人・ 国保(
国保)老健(社保)国 物 率

名古屋市 人2,193,376785,198192,81235,99735.80

全国 千人127,61951,23612,4693,01140.15

注1)デ ータ出所は,名 古屋市分 は名古屋市総務局企画部統計課編 『名古屋市統計年鑑

(平成17年 版)』,全 国分 は厚生労働省大臣官房統計情報部編 『厚生統計要覧(平

成17年 度)』 である.

注2)国 保加入率を除き,名 古屋市分の単位 は人,全 国分の単位 は千人である.

注3)国 保 は国民健康保険制度の略称であ り,国 保 ・名古屋市は保険者が名古屋市であ
る被保険者数であるが,国 保 ・全国には市町村 国保 に加 え,国 保組合 の被保険者

数 も含 まれている.

注4)老 健 は老人保健制度の略称であ り,老 健(国 保)で は国保組合 における適用者数

も含 まれている.名 古屋市分 は5,265人,全 国分 は307千 人であ る.

注5)国 保加入率(%)と は,人 口数に占める国保加入者(被 保 険者数)の 割合 を示 し
ている.

出所)筆 者作成

し,そ れ 以 外 の 者 は 国 保(国 民 健 康 保 険)に 加 入 す る こ と と され て い る1).名 古 屋 市 は,人 口

219万 人(2003年 度)の うち,78万5千 人 が 国 保 加 入 者 で あ り,そ の 国 保 加 入 率 は35.8%で あ

る.全 国 の 国保 加 入 率 は40.1%で あ る の で,名 古 屋 市 ・国 保 は全 国 平 均 よ り も5%ポ イ ン トだ

け 国 保 加 入 率 が 低 い こ と に な る.こ れ は,そ の 低 い 分 だ け健 保 加 入 者 が多 い こ とを 示 して お り,

この 点 か ら も名 古 屋 市 お よ び愛 知 県 の 工 業 県 と して特 徴 を観 察 す る こ とが で き る.

また 名 古 屋 市 の 国保 加 入 者 の う ち,19万2千 人 は老 健 適 用 者 で あ り,4人 に1人 が 原 則70

歳 以 上 高 齢 者 で あ る こ とが わ か る.名 古 屋 市 域 にお け る 健 保(社 保)の 老 健 適 用 者 は3万5千

人 で あ る の で,名 古 屋 市 に居 住 す る 高 齢 者 の 大 半 は名 古 屋 市 ・国保 に加 入 して い る こ と を示 し

て い る.こ れ は 日本 の 医療 保 険制 度 が,若 年 か ら壮 年 期 に は健 保 に加 入 し,仕 事 を退 職 した 後

は 地 域 の 国保 に 加 入 す る と い う流 れ に な っ て い る の で,老 健 適 用 者 数 の分 布 は こ の ラ イ フサ イ

ク ル を反 映 した もの とな っ て い る.

トヨ タ 自 動 車 グ ル ー プ 各 社 の 健 保 組 合 の 現 状

名 古 屋 市 お よ び愛 知 県 にお い て代 表 的 な製 造 業 企 業 は,ト ヨ タ 自動 車 とそ の グ ル ー プ 各 社 で

あ る.東 海 地 域 で は,ト ヨ タ 自動 車 と グ ル ー プ主 要10社 と呼 ば れ る 企 業 群 が あ る.グ ル ー プ

主 要10社 と は,豊 田 自動 織 機 ・愛 知 製 鋼 ・豊 田工 機(現 ジ ェ イ テ ク ト)・ トヨ タ車 体 ・豊 田通

商 ・ア イ シ ン精 機 ・デ ン ソー ・豊 田 紡 織(現 トヨ タ紡 織)・ 関 東 自動 車 工 業 ・豊 田 合 成 の10社

で あ る.ま た トヨ タ系 主 要 部 品 メ ー カ ー と して,小 糸 製 作 所 ・東 海 理 化 ・フ タバ 産 業 の3社 が

1)公 務員やその家族 は,共 済組合 に加入す るが,そ の給付内容 および仕組み はほ とんど健保 と同 じもので

ある.本 稿では,共 済を含 めた労働者が加入する医療保険を 「健保」と呼ぶ ことする.ま た公の資料では,

健保 と共済 を合 わせ た医療保 険制度を 「社保(社 会保険)」 と明記する場合 もある.
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あげられる.さ らに トヨタ系部品4社 と呼ばれる企業群 もあ り,東 海理化 ・愛三工業 ・大豊工

業 ・中央発條の4社 である.本 稿では,こ れら企業群 を中心に,グ ループ各社の健保組合の現

状 を見てゆくこととする.

表2の パネルAは,ト ヨタ自動車 とグループ主要10社 の概要をまとめたものである.最 も

従業員数が多いのは,ト ヨタ自動車の6万5千 人で,そ の次がデンソーの3万8千 人,ア イシ

ン精機の1万 人,豊 田自動織機の9千 人の順である.表2の パネルBは,ト ヨタ自動車グルー

表2ト ヨタ自動車グループ各社と健康保険組合

A.ト ヨタ自動車とグループ主要10社の概要

会社名 住 所 主要製品 従業員数(人)

トヨタ自動車 愛知県細 市 購 蟹 芸棄霧売 これらに関連す65,346

㈱細 自動徽 愛知県刈谷市 鱗 讐 ボ撃 彗嬰 留 籍 あ雛9・841

愛知製鋼㈱ 愛知県東海市 特殊鋼,鍛 鋼 品の製造 ・販売2,535

豊 田工機㈱ 愛知県刈谷市 工作機械,自 動車用部品の製造 ・販売3,888

トヨタ車体㈱ 愛知県刈谷市 悉顯 灘 車 特殊車のボディー及8,・35

豊 田通商㈱ 愛知県名古屋市中村 区 各種原材料,製 品の売買 ・輸出入1,671

アイシン精機㈱ 愛知県刈谷市 膿 車部品・曲 舌関連機器の製造'1・,2・5

各種 自動車用及 びその他電装用品,空

㈱ デンソー 愛知県刈谷市 調設備並びに一般機械器具,電 気機械38,673

器具 の製造 ・販売

綿糸布及びその他繊維の糸布,化 成品,

豊 田紡織㈱ 愛知県刈谷市 自動車部品,家 庭生活用 品の製造 ・販2,067

売

関東自動軋 業㈱ 神奈川県横須賀市 魏 隷 畢留 蕪 謝 難5,4・6

ゴム ・合成樹脂 ・ウレタン製品,半 導

豊 田合成㈱ 愛知県西春 日井郡春 日町 体 関連製品,電 気 ・電子製 品,接 着剤5,440

等の製造 ・販売

注1)デ ータ出所は,ト ヨタ自動車株式会社 『トヨタ会社概況(2004年5月 発行)』 である.

注2)上 記企業 は,中 部地方 で 「トヨタ自動車 グループ主要10社 」 と呼 ばれる企業群のみを掲載 している.ト ヨ

タグルー プ(2004年 現在)に は,上 記企業に加 え,東 和不動産㈱ ・㈱豊 田中央研 究所 ・日野 自動車㈱ ・ダ

イハ ツ工業㈱ が含 まれる.

注3)豊 田工機㈱ は,2005年5月 に光洋精工(大 阪府大阪市,自 動車軸受生産)と 合併契約書 を締結,2006年1

月に新社名 「株式会社 ジェイテク ト(JTEKT,本 社:名 古屋市 ・大阪市)」 となっている.

注4)豊 田通商㈱ は,2006年 に㈱ トー メン(大 阪府大阪市,総 合商社)と 合併す る予定である.

注5)豊 田紡織㈱ は,2004年10月 にアラコ,タ カニチ と合併 し,新 社名 「トヨタ紡織」 となっている.

注6)ト ヨタ系 の主要な部品メーカー(ト ヨタ自動車が高い出資比率 を持つもの)と して,㈱ 小糸製作所(東 京

都港 区,自 動車用照 明器生産),㈱ 東海理化(愛 知県丹羽郡大口町 自動車用スイッチ生産),フ タバ産業

(愛知県岡崎市,自 動車用マ フラー生産)の3社 が加わるケースがある.

注7)中 部地方において,ト ヨタ系部品4社(ト ヨタ自動車 と高い取引比率 を持つ もの)と 呼ばれる企業は,㈱

東海理化(愛 知県丹羽郡大 口町,自 動車用 スイッチ生産),愛 三工業(愛 知県大府市,自 動車用燃料噴射装

置生産),大 豊工業(愛 知県豊 田市,自 動車用軸受生産),中 央発條(愛 知県名古屋市緑 区,自 動車用バネ

生産)の4社 である.
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B.ト ヨタ自動車グループの健康保 険組合(愛 知)

注1)デ ー タ出所 は,組 合健保分 は健康保 険組合連合会 『健康保険組合 事業年報(平 成15年 度版)』,各 健康保

険組合 ホームページ,政 管健保分は愛知県県民生活部統計課 『愛知県統計年鑑(平 成17年 度)』である.

注2)上 記健康保険組合は,健 康保険法(大 正11年4月22日 法律第70号)に 基づ き,主 たる事務所の所在地が愛

知県 として届 出された組合 を掲 載 している.健 康 保険組合 は職域 において設立 されるため,組 合員数は

愛知県以外の居住者 を含 んでい る.

出所)筆 者作 成



プの健保組合の概況をまとめた ものである2).最 も被保険者数が多いのは,ト ヨタ自動車の8

万6千 人,そ の次がデンソーの5万5千 人,ト ヨタ関連部品の4万2千 人,ア イシンの3万6

千人の順である.こ こで トヨタ自動車グループにおいて特徴ある健保組合 として,ト ヨタ関連

部品健保組合があげられる.ト ヨタ関連部品健保組合は,東 海理化 ・大豊工業の2社 を含む

126社 の労働者を対象 とする健保組合である.こ の ように トヨタ系部品メーカーの労働者を取

りまとめて加入させる健保組合であることがわかる.

また トヨタ自動車グループの健保組合の特徴 として,次 の点があげ られる.健 保組合の全国

平均である組合健保の平均加入者数は,約9千 人である.こ こからトヨタ自動車グループの健

保組合は,大 規模な組合が少数あ り,平 均規模の組合が3つ あり(ト ヨタ自動織機 ・トヨタ車

体 ・豊田合成),そ れ以外 は非常に小規模な組合となっていることがわかる.ま た 日本の健康保

険制度では,健 保組合 を持つ企業の労働者は組合健保,そ れ以外の労働者は政管健保に加入す

ることとなっている.愛 知県における政管健保の被保険者数はll6万8千 人であるが,1事 業

所あた り被保険者数は13人 である.こ のように名古屋市および愛知県でも,大 企業 とその関

連企業の労働者は組合健保の加入者,中 小企業労働者は政管健保の加入者 となっていることが

わかる.

3.健 康保険の財政

本節では,健 康保険の財政状況について説明する.以 下では,は じめに組合健保 ・全国の財

政状況を明らかにし,ト ヨタ自動車グループの健保組合の財政状況の特徴を検討する.次 に政

管健保 ・全国の財政状況を明 らかに し,利 用できるデータの範囲内での政管健保(愛 知県)の

特徴 を明 らかにする.最 後は,健 康保険財政 をめ ぐる議論を紹介 している.

組合健保の財政 と トヨタ自動 車グループ

表3の パネルAは,組 合健保 ・全国の財政状況(2003年 度)を まとめたものである.表 の左

側の欄 は収入 とその項 目,右 側の欄 は支出とその項 目を示 している.ま ず組合健保の収入は,

収入総額の91.3%は 保険料で賄われていることがわかる.こ のように組合健保の財政は,ほ ぼ

全てを使用者 と労働者によって按分負担される健康保険料によって担われている.組 合健保の

支出は,多 い順に法定給付費の48.7%,老 人保健拠出金の28.1%,退 職者給付拠出金の11.2%,

保健事業費の4.7%,付 加給付費の1.3%と なっている.法 定給付費は,健 保組合の加入者(被

保険者 ・被扶養者)の 医療保険給付 として支払われた金額を示すが,老 人保健拠出金および退

職者給付拠出金は老人保健制度や退職者医療制度の運営に充てられるために拠出された金額を

2)本 稿では,主 たる事務所の所在地が愛知県として届けられた健保組合のみを分析対象としている.こ の

ため関東自動車工業と小糸製作所の健保組合の分析は行っていない.
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表3組 合 健 保 の 収 支 状 況(2003年 度)全 国 ・ トヨ タ 自動 車 グ ル ー プ

A.全 国(単 位:億 円)

収 入 支 出

項 目 億 円%項 目 億 円%

保 険 料58,66191.33法 定 給 付 費29,16448.71

そ の 他 収入5,5698.67付 加 給 付 費8311.39

老 人保 健 拠 出金16,84628.14

退職 者 給付 拠 出金6,72711.24

保 健 事 業 費2,8494.76

そ の他 支 出3,4535.77

計64,230100計59,871100

B.ト ヨ タ自動 車(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険料39,681,92794.28法 定 給付 費17,658,76442.77

そ の他 収 入2,408,9195.72付 加 給付 費1,065,0232.58

老 人 保健 拠 出金11,967,99928.99

退 職 者給 付 拠 出 金5,750,24613.93

保 健 事 業費2,443,3845.92

そ の 他 支 出2,398,5335.81

計42,090,846100計41,283,949100

C.豊 田 自動 織機(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険料5,414,28191.76法 定 給付 費2,529,74745.72

そ の他 収 入486,0358.24付 加 給付 費84,7621.53

老 人 保健 拠 出金1,714,35130.99

退 職 者給 付 拠 出 金743,91413.45

保 健 事 業費241,4574.36

そ の他 支 出218,3183.95

計5,900,316100計5,532,549100

D.愛 知 製鋼(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険 料1,565,98194.Ol法 定 給 付 費813,04154.73

そ の 他収 入99,8225.99付 加 給 付 費22,9901.55

老 人 保 健拠 出金353,14323.77

退 職 者 給付 拠 出金200,96213.53

保 健 事 業 費43,0862.90

そ の他 支 出52,3443.52

計1,665,803100計1,485,566100
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E.豊 田工機(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険 料2,133,68694.09法 定給 付 費982,15744.41

そ の 他 収入134,0915.91付 加 給 付 費23,4701.06

老 人保 健 拠 出金755,99034.19

退職 者 給 付拠 出金256,19211.59

保 健 事 業 費92,6014.19

そ の他 支 出100,9134.56

計2,267,777100計2,211,323100

F.ト ヨタ車 体(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険 料4,364,30989.15法 定 給 付 費2,068,38243.93

そ の 他 収入530,89910.85付 加 給 付 費103,3702.20

老 人保 健 拠 出金1,297,16527.55

退職 者 給 付拠 出金639,75013.59

保 健 事 業 費428,9219.ll

そ の他 支 出171,2763.64

計4,895,208100計4,708,864100

G.豊 田通 商(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険料2,092,84292.56法 定 給付 費996,75345.68

そ の他 収 入168,2857.44付 加 給付 費51,8922.38

老 人 保健 拠 出金563,29825.82

退 職 者 給付 拠 出金309,10414.17

保 健 事 業 費153,3667.03

その 他 支 出107,6184.93

計2,261,127100計2,182,031100

H.ア イ シン(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険 料14,922,39993.38法 定 給 付 費7,322,76948.90

そ の他 収 入1,057,8256.62付 加 給 付 費301,8562.02

老 人 保 健 拠 出金4,279,70628.58

退 職 者 給付 拠 出金1,976,41313.20

保 健 事 業 費636,8984.25

そ の他 支 出458,2933.06

計15,980,224100計14,975,935100
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1.デ ンソ ー(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険 料23,772,07196.16法 定 給 付 費11,470,87547.61

そ の 他収 入949,7003.84付 加 給 付 費490,6272.04

老 人 保 健拠 出金7,095,61229.45

退 職 者 給付 拠 出金3,622,44515.03

保 健 事 業 費640,8422.66

そ の他 支 出773,4393.21

計24,721,771100計24,093,840100

J.豊 田紡 織(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険 料792,52179.93法 定 給 付 費446,24346.76

そ の 他収 入199,05720.07付 加 給 付 費24,4022.56

老 人 保 健拠 出金327,53434.32

退 職 者 給付 拠 出金107,31211.25

保 健 事 業 費23,0152.41

そ の他 支 出25,7452.70

計991,578100計954,251100

K.豊 田合 成(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険 料2,895,71073.43法 定給 付 費1,539,93646.75

その 他 収 入1,047,57326.57付 加 給 付 費4800.Ol

老 人保 健 拠 出金1,112,01033.76

退 職者 給 付 拠 出金401,77612.20

保 健 事 業 費121,8713.70

そ の他 支 出117,5713.57

計3,943,283100計3,293,644100

Lト ヨ タ関 連 部 品(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険 料16,586,81696.30法 定給 付 費8,670,79351.03

その 他 収 入637,0423.70付 加 給 付 費231,7601.36

老 人保 健 拠 出金4,522,67326.61

退 職者 給 付 拠 出金2,325,52313.69

保 健 事 業 費370,2472.18

そ の他 支 出871,9865.13

計17,223,858100計16,992,982100
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M.フ タバ 産 業(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険料1,362,46698.09法 定 給付 費489,85745.03

そ の他 収 入26,5731.91付 加 給付 費8,1560.75

老 人保 健 拠 出金326,63030.02

退 職 者給 付 拠 出 金154,25414.18

保 健 事業 費64,1365.90

そ の他 支 出44,8844.13

計1,389,039100計1,087,917100

N.愛 三 工業(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険 料1,349,27586.20法 定給 付 費650,09945.35

そ の 他 収 入215,99913.80付 加 給 付 費9,9100.69

老 人保 健 拠 出金457,63231.92

退職 者 給 付拠 出金180,54312.59

保 健 事 業 費80,6635.63

そ の他 支 出54,6193.81

計1,565,274100計1,433,466100

0.中 央発 條(単 位:千 円)

収 入 支 出

項 目 千 円%項 目 千 円%

保 険 料716,64790.38法 定給 付 費389,07649.87

そ の 他 収 入76,2729.62付 加 給 付 費2,0110.26

老 人保 健 拠 出金238,88030.62

退職 者 給 付拠 出金91,40811.72

保 健 事 業 費24,5863.15

そ の他 支 出34,2004.38

計792,919100計780,161100

注1)デ ー タ 出所 は,健 康 保 険組 合 連 合 会 『健 康 保 険組 合 事 業年 報(平 成15年 度 版)』 で あ る.

注2)単 位 は 「A.全 国 」 が億 円,そ れ以 外 の 「B.ト ヨタ 自動 車 ～0.中 央発 條 」 は千 円 であ る.

注3)収 入 お よび支 出の 各欄 にお け る比 率(%)は,各 項 目額 が収 入 計 に占 め る割 合,も し くは支 出 計 に 占め る

割合(構 成 比)を 示 して い る。

出所)筆 者 作 成

示 し て い る.老 人 保 健 拠 出 金 と退 職 者 給 付 拠 出 金 の 合 計 は,支 出 総 額 の39.3%を 占 め て お り,

組 合 健 保 の 収 入 の 約4割 は 加 入 者(被 保 険 者 ・被 扶 養 者)以 外 の 医 療 保 険 給 付 に 充 当 さ れ て い

る こ と が わ か る.

表3の パ ネ ルBか ら パ ネ ル0ま で は,ト ヨ タ 自 動 車 グ ル ー プ 健 保 組 合 の 財 政 状 況(2003年

度)を ま と め た も の で あ る.収 入 項 目 に 関 す る 特 徴 は,次 の と お りで あ る.各 健 保 組 合 と も 全

国 平 均 の 構 成 比 と 同 様 水 準 の 保 険 料 収 入 で 賄 わ れ て い る が,豊 田 紡 織(パ ネ ルJ)・ 豊 田 合 成(パ
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ネルK)・ 愛三工業(パ ネルN)の 健保組合は,全 国平均 より幾分低い保険料収入構造を持って

いる.

支出項 目に関する特徴 は,次 のとお りである.保 健事業費に関して,全 国水準よりも高い構

成比 を持っている健保組合として,ト ヨタ自動車(パ ネルB)・ トヨタ車体(パ ネルF)・ 豊田通

商(パ ネルG)が ある.こ れに対 して財政状況の厳 しさを示す特徴 として,次 の点をまとめる

ことができる.法 定給付費の構成比が全国水準 よりも高い健保組合は,愛 知製鋼(パ ネルP)

である.付 加給付費の構成比が全国水準 よりも低い健保組合は,豊 田合成(パ ネルK)・ フタバ

産業(パ ネルM)・ 愛三工業(パ ネルN)・ 中央発條(パ ネル0)で ある.老 健拠出金の構成比

が全国水準 よりも高い健保組合は,豊 田工機(パ ネルE)・ 豊田紡織(パ ネルJ)・ 豊田合成(パ

ネルK)で ある.退 職者給付拠出金の構成 比が全国水準よりも高い健保組合は,豊 田通商(パ

ネルG)・ デンソー(パ ネル1)・ フタバ産業(パ ネルM)で ある.

以上をまとめると,収 入基盤が比較的弱 く,拠 出金制度により財政が硬直的になっている健

保組合として,豊 田紡織(パ ネルJ)・ 豊田合成(パ ネルK)・ 愛三工業(パ ネルN)が あ り,付

加給付費の構成 比の低 さが特徴的になっている健保組合 として,フ タバ産業(パ ネルM)・ 愛三

工業(パ ネルN)・ 中央発條(パ ネル0)が ある.

政管健保の財政 と愛知県

表4は,政 管健保 ・全国の財政状況をまとめたものである.表 の左側の欄 は収入 とその項 目,

右側の欄は支出とその項 目を示 している.政 管健保の収入は,主 に保険料 と国庫補助金か ら構

成 される.保 険料収入は収入総額の87.5%,国 庫補助金収入 は収入総額の12.1%で ある.収

入構造に関して組合健保 との大 きな相違は,収 入総額の約1割 強の国庫補助金があることであ

る.政 管健保の支出は,多 い順に保険給付費の56.4%,老 人保健拠出金の31.6%,退 職者給付

拠 出金の9.8%で ある.政 管健保の支出構造 は,ほ ぼ組合健保の支出構造 と類似 したもの と

なっているが,い くらか保険給付費 と老人保健拠出金の構成 比が高いことが特徴 となっている.

このように政管健保の財政は,非 常に硬直 した構造 を持 ってお り,厳 しい財政運営を強い られ

ている.

政管健保は,都 道府県 ごとの財政状況を公表していないが,当 該地域で徴収された保険料総

額 と給付された保険給付総額は明らかにされている.政 管健保(愛 知県)(2003年 度)で は,保

険料総額が4,300億 円,保 険給付総額が2,197億 円であ り,こ の差額は制度上ほぼ老人保健拠

出金か退職者給付拠出金 に充当されている.
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表4政 管健保の収支状況(2003年 度)全 国 ・愛知県

収入 支出

項目 億円%項 目 億円%

保険料60,16787.53保 険給付費38,53456.45

国庫負担金8,32112.10老 人保健拠出金21,57931.61

その他収入2530.37退 職者給付拠出金6,6939.80

その他支出1,4602.14

計68,741100計68,266100

(うち愛知県分)

項目 千円%項 目 千円%

保険料430,046,8806.26保 険給付費219,738,0913.22

注1)デ ータ出所は,厚生労働省編 『厚生労働白書(平 成17年版)』,愛知県県民生活部統計課 『愛知県統計年鑑
(平成17年度)』である.

注2)単 位は 「全国」が億円,「愛知県分」は千円である.
注3)収 入および支出の各欄における比率(%)は,各 項目額が収入計に占める割合,も しくは支出計に占める

割合(構城比)を 示している.
出所)筆 者作成

健康保 険財政 とその議論 組合健保 を中心 に

上記の財政構造の特徴か ら明らかなとおり,老 人保健制度お よび老健拠出金制度は,健 保組

合の財政に多大な影響 を与える要因となっている.こ のため早 くから,そ の問題点が指摘 され

ていた.馬 場園ほか[20],Babazono　 et　al.[2]は,扶 養率や被保険者の平均報酬月額が健保組

合財政(老 健拠出金額)に 影響を与えることを明 らかにした.安 部[3],[4]は,老 健拠出金

額の算定方法の問題に注 目して,そ の拠出金額を規定する健保組合 ごとの1人 あたり老人医療

費のばらつ きが,健 保組合の財政に多大な影響 を与え,財 政不安定化要因となっていることを

示 した.ま たAbe[1]は,老 人保健拠出金の算定方法が健保組合 に与えるインセ ンティブ機能

に注 目した分析 を行い,制 度から期待される老人医療費抑制に関する健保組合の努力機能が,

不十分にしか働いていないことを明らかにしている.

また健保組合の財政状況の悪化が,保 健事業や附加給付(付 加給付)の 実施に与える影響に

ついても議論された3).鈴 木[18]は,健 保組合の経常収支赤字が,保 健事業費や附加給付費を

抑制させることを明 らかにした.こ のように日本の組合健保の財政状況は,保 険料収入の約4

割近 くを加入者(被 保険者 ・被扶養者)以 外の医療保険給付に充当し,か つその負担の大きさ

は附加給付費や保健事業費の抑制につながっている.こ のような現状のなか,老 人保健制度の

拠出金のあ り方の見直 しが検討 され,将 来的には組合健保の拠出割合を現状 より引 き下げ,公

費5割 ・拠出金5割 で賄 うことが予定されている(澤 野[13]).

また 日本の医療保険制度では,老 人保健制度の適用者もしくは退職者医療適用者の大半は,

市町村が運営する国保加入者である.こ のため日本の健保加入者(被 保険者である労働者)の

保険料は,組 合健保 ・政管健保を問わず,財 政調整制度の中で,市 町村 ・国保と財政上の関係

を有 している.
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4.医 療費 における入院 ・外 来 ・歯科診療の シェア

本節では,日 本の医療費における各診療項 目(入 院 ・外来 ・歯科)が 占める割合 と,そ の特

徴 について明らかにすることが 目的である.日 本の健康保険 ・集計データでは,保 険給付とし

ての入院診療 ・外来診療 ・歯科診療の合計金額として 「診療費計」が報告 されている.本 節で

は,こ の 「診療費計」に各診療項 目(入 院 ・外来 ・歯科)の 診療費が占め割合を診療費シェア

(構成比)と 呼び,分 析 に利用することとする.以 下では,は じめに組合健保における診療費

の構成について,全 国とトヨタ自動車グループの健保組合の比較 を行う.そ の後に,政 管健保

における診療費の構戒 について,全 国 と愛知県の比較 を行っている.

組合健保 における診療 費の構成一 全 国 ・トヨタ自動車 グループ

表5は,組 合健保における診療費の構成 を示 したものである.表 の第1列 目には健保組合の

名称,第2列 目はデータ年度(1990,95,2003年),第3列 目は被保険者の診療費シェア,第4

列 目は被扶養者の診療費シェアを示 している.

被保険者に関する特徴 は,次 のとお りである.全 国(組 合健保全平均)に おいて,被 保険者

の診療費は約30%が 入院診療,約50%外 来診療,残 り20%程 度が歯科診療 となっている.こ

の構成比は,1990年 以来大幅な変化を示 していない.た だし傾向的には,入 院診療のシェアが

増加 し,外 来診療のシェアが減少 している.歯 科診療は時系列的に不変である.こ の全国傾向

とトヨタ自動車グループの健保組合の傾向を比較すると,大 半は全国傾向と大差ないことがわ

かる.た だし全国の外来診療のシェア動向と異なり,そ の比率が増加傾向にある健保組合とし

て,豊 田自動織機 ・デンソー ・豊田紡織 ・愛三工業の4組 合がある.

被扶養者に関する特徴 は,次 のとお りである.全 国(組 合健保全平均)に おいて,被 扶養者

の診療費は約30%が 入院診療,約55%が 外来診療,残 り15%程 度が歯科診療 となっている.

この構成 比は,被 保険者の場合 と同じく,1990年 以来大幅な変化は示 していない.こ の構成比

に関して,全 国とトヨタ自動車グループの健保組合 を比較すると,全般的に トヨタ自動車グルー

プの健保組合では,入 院診療のシェアが全国より低 く,外 来診療のシェアが全国より高いこと

がわかる4).時 系列的な動向は,被 保険者の場合とは異な り,入 院診療のシェアが減少 し,外 来

診療のシェアが増加 し,歯 科診療のシェアが減少 している.こ の全国傾向と トヨタ自動車グ

3)健 保組合の保健事業は,加 入者の健康を促進する事業を行うことで,医 療保険給付の削減を狙う趣旨が

含まれている。この保健事業で代表的なものが健康診断である。泉田[5]は,保 険者(健保組合)に とっ

て健康診断が持つ理論的意味について考察し,澤 野・大竹[17]は 健康診断を含む予防行動のサーベイと

その計量的評価の手法と問題点についてまとめ,澤 野[14]で は日本の健康診断制度の特徴を利用した計

量分析を行っている.河 野[7]は,健 保組合の保健事業費と1人あたり医療費の関係に注目し,その効果

の規模は小さいが,保 健事業費の多さは医療保険給付(医 療費)を 抑制する要因となっていることを明ら

かにしている.
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表5組 合 健 保 に お け る 診 療 費 の 構 成(1990,95,2003年 度)

全 国 ・ ト ヨ タ 自 動 車 グ ル ー プ

単 位:%

被 保 険 者 被 扶 養 者

名 称 年 入 院 外 来 歯 科 入 院 外 来 歯 科

199027.5952.5619.8532.0851.6916.23

全 国199527.9153.0219.0832.5052.7614.74

200329.3351.9218.7631.2854.5914.13

199027.8148.8123.3832.8650.7016.44

ト ヨ タ 自 動 車199527・8151.8520・3331.8652・3715・78

200328.4051.2220.3829.0357.1213.84

199026.3850.6922.9327.1057.Oll5.89

豊 田 自 動 織 機199529.9150.1719.9229.8558.0312.13

200326.1955.0018.8126.7661.5811.66

199031.8850.0218.1027.8556.3015.86

愛 知 製 鋼199528.8653.1418.0033.8252.2913.89

200331.4352.3416.2327.4159.3213.26

199024.3251.9723.7126.9456.8016.26

豊 田 工 機199529.4549.0921.4627.7357.2515.02

200333.2548.3218.4329.4656.6213.92

199027.8251.6620.5232.4952.6514.86

ト ヨ タ 車 体199530.3448.9420.7232.4454.0513.51

200328.4851.3120.2127.4859.1913.34

199020.6659.5519.7824.8358.9616.21

豊 田 通 商199527.0252.7620.2330.1355.7414.13

200329.4452.6217.9428.0657.7814.16

199027.4052.0320.5732.2752.8014.93

ア イ シ ン199528.5551.8419.6132.2554.2113.54

200327.7553.6718.5831.7356.1212.14

199028.5644.7526.6932.2952.7015.00

デ ン ソ ー199526.5149.7323.7627.7458.5913.67

200327.2751.8620.8727.2659.5913.15

199024.4851.1224.3926.7854.2518.97

豊 田 紡 織199533・1044・2522・6537・5550・8911・56

200329.5353.2917.1826.7660.4312.81

199028.3951.2520.3626.1558.9014.95

豊 田 合 成199530.1050.4419.4635.0953.3611.55

200329.9949.2820.7329.7855.9314.29
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199027.6652.9419.4032.0253.2014.78

トヨタ関連部品199526.1555.4218.4332.6454.1613。20

200327.3554.2318.4231.8655.7612.38

199028.5652.9018.5427.4557.0415.51

フタバ産業199526・7654・5918・6524・7960・6614・55

200323.3053.9922.7025.7260.7813.50

199027.6850.8221.5031.7652.8715.37

愛三工業199525・6655・8618・4833・3352・6714・00

200329.7554.6815.5724.2960.6115.11

199027.7852.7519.4827.4456.6815.88

中央発條199526・4353・6019・9721・4665・4613・08

200326.3655.9017.7427.7458.9113.36

注1)デ ータ出所は,健 康保険組合連合会 『健康保険組合 事業年報(平 成2,7,15年 度版)』で

あ る.

注2)各 欄 における 「入院」,「外 来」,「歯科」は,診 療 費(入 院 ・外来 ・歯科 の医療費合計)に 占

め る各項 目の割合(構 成比)を 示 している.

出所)筆 者作成

ル ー プの 健 保 組 合 の 傾 向 を比 較 す る と,ほ とん ど全 国傾 向 と大 差 な い こ とが わ か る.

政 管 健 保 に お け る 診 療 費 の 構 成 全 国 ・愛 知 県

表6は,政 管 健 保 に お け る診 療 費 の 構 成 を示 した もの で あ る.表 の 第1列 目 に は政 管 健 保 の

区分,第2列 目 はデ ー タ年 度(1990,95,2003年 度),第3列 目被 保 険 者 の 診 療 費 シ ェ ア,第4

列 目 は被 扶 養 者 の 診 療 費 シ ェ ア を 示 して い る.

被 保 険 者 に 関 す る特 徴 は,次 の とお りで あ る.全 国(政 管 健 保 全 平 均)に お い て,被 保 険 者

の 約30%が 入 院 診 療,約50%が 外 来 診 療,残 り20%程 度 が 歯 科 診 療 と な っ て い る.こ の 構 成

比 は,1990年 以 来 大 幅 な 変 化 を示 して い な い.た だ し傾 向 的 に は,入 院 診 療 の シ ェ ア が 増 加 し,

外 来 診 療 の シ ェ アが 低 下 し て い る.歯 科 診 療 は,時 系 列 的 に不 変 で あ る.こ の 全 国傾 向 と政 管

健 保(愛 知 県)の 傾 向 を比 較 す る と,大 きな 差 は な い.し か し政 管 健 保(愛 知 県)は,若 干 だ

け全 国 よ り外 来 診 療 の診 療 費 シ ェ ア が 高 い こ とが 特 徴 で あ る.

被 扶 養 者 に 関 す る特 徴 は,次 の とお りで あ る.全 国(政 管 健 保 全 平 均)に お い て,被 扶 養 者

の 診 療 費 は 約35%が 入 院 診 療,約50%が 外 来 診 療,残 り約15%が 歯 科 診 療 とな っ て い る.こ

4)健 康保険の被扶養者は,主 に労働者の家族が構成員であるので,こ の特徴の理由 として,次 のような要

因を考 えることができる.(1)自 動車産業 の好調 さを反映 して従業員構 成が若 くなってお り,そ の結果 とし

て(入 院)診 療 を必要 とする配偶者の比率が全国よ りも低い,(2)ト ヨタ自動車グループの家族は比較的健

康であ り,入 院診療 に依存する必要性が低い,(3)労 働者お よび配偶者の両親 と同居 もしくは扶養 し,自 宅

でケアを行 う環境が整っているので,扶 養家族が入院に依存す る割合が低 い,な どを考 えることがで きる.
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表6政 管健 保 にお け る診 療 費の構 成(1990,95,2003年 度)

全 国 ・愛知 県

単位:%

被保険者 被扶養者
名称 年

入院 外来 歯科 入院 外来 歯科

199030.6153.3416.0537.3948.9313.68

全国199530.2453.9915.7836.8850。7012.41

200331.5151.4317.0635.6951.9212.39

199028.3455.5516.ll34.2552.1013.66

愛知県199528・0956・0415・8733・3954・1712・44

200329.4253.4117.1731.7355.7112.56

注1)デ ー タ出所 は,社 会保険庁 『事業年報(平 成2,7,15年 度版)』 である。

注2)各 欄 における 「入 院」,「外来」,「歯科」は,診 療費(入 院 ・外来 ・歯科の医療費合計)に 占

める各項 目の割合(構 成比)を 示 している.

出所)筆 者作成

の構 成 比 は,被 保 険 者 の場 合 と同 じ く,1990年 以 来 大 幅 な変 化 は示 し て い な い.時 系 列 的 な変

化 と し て は,入 院 診 療 が低 下 傾 向 に あ り,外 来 診 療 が増 加 傾 向,歯 科 診 療 は 安 定 的 で あ る.こ

の構 成 比 に 関 して,全 国 傾 向 と政 管 健 保(愛 知 県)を 比 較 す る と,政 管 健 保(愛 知 県)は 全 国

よ り外 来 診 療 の 診 療 費 シ ェ アが 高 い こ とが わ か る.

以 上 の 結 果 を ま とめ る と,ト ヨ タ 自動 車 グ ル ー プ と政 管 健 保(愛 知 県)で は,全 国傾 向 と比

較 して,外 来 診 療 の 診 療 費 シ ェ ア が 高 く,特 に被 扶 養 者 で は近 年 にか け て外 来 診 療 に依 存 す る

割 合 が 高 ま っ て い る.

5.医 療 費 分 析 受 診 率 ・1件 あ た り 日数 ・1日 あ た り金 額

医 療 費 分 析 に お い て,受 診 率 ・1件 あ た り 日数 ・1日 あ た り金 額 と呼 ば れ る医 療 費 の3要 素(診

療 諸 率)あ る.受 診 率 と は被 保 険 者 数 も し く は被 扶 養 者 数 に 占 め る レ セ プ ト件 数 の割 合,1件

あ た り 日数 は レセ プ ト1件 あ た り受 診 日数1日 あ た り金 額 とは 受 診1日 あ た り保 険給 付 額 を

示 し て お り,こ の3要 素 の 積 は1人 あ た り医 療 費 で あ る`).こ の 医療 費 の3要 素 とそ の動 向 を

観 察 す る こ とは,医 療 費 分 析 の基 礎 で あ る(妹 尾[19]).以 下 で は,は じめ に トヨ タ 自動 車 グ

ル ー プ健 保 組 合 の 診 療 動 向 と そ の特 徴 を ま とめ る.次 に 政 管 健 保(愛 知 県)の 診 療 動 向 とそ の

5)1日 あた り医療 費と呼ばれる指標には,「1日 あた り金額(保 険給付 額)」 と 「1日あた り点数」の2つ

がある.「1日 あた り点数」とは,療 養の給付(医 療サー ビスの提供)に 関 して支払われた診療報酬点数(1

点 二10円)に 関 して,受 診 日数1日 あた りの金額を示 した ものである.「1日 あた り金額(保 険給付額)」

は,健 保組合が保険給付 として支払った総額 に関 して,受 診 日数1日 あた りの金額を示 した ものである.

このため 「1日 あた り金額(保 険給付額)」 は,「1日 あた り点数」か ら 「1日あた り自己負担額(家 計負

担)」 を差 し引いたもの と等 しい とい う関係 を持っている.
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特徴 について観察 し,最 後に健康保険の診療諸率に関する議論を行っている.

トヨタ自動車 グル ープ健保組合 の診療動向 とその特徴

表7は,組 合健保における診療諸率(受 診率 ・1件あた り日数 ・1日あたり金額)を 表にまと

めたものである.パ ネルAは 被保険者について,パ ネルBは 被扶養者 について掲載 している.

各パネル表の第1列 目は健保組合の名称,第2列 目はデータ年度(1990,95,2003年 度),第3

列 目は入院診療の諸率について,第4列 目は外来診療の諸率を示 している.

入院診療の諸率の特徴 は,次 のとお りである.被 保険者(パ ネルA)で は,全 国(組 合健保

全平均)の 受診率は時系列的に不変,1件 あた り日数は減少傾向,1日 あた り金額は増加傾向

にある.ト ヨタ自動車グループ健保組合 と全国の間にも顕著な格差はなく,ほ ぼ全国と同 じ構

造 となっている.ま た時系列的動向に関しても,ト ヨタ自動車グループ健保組合 と全国の問に,

著 しい相違はない.

被扶養者(パ ネルB)で は,受 診率は時系列的に不変,1件 あたり日数は減少傾向,1日 あた

り金額は増加傾向にある.ま た トヨタ自動車 グループ健保組合 と全国(組 合健保全平均)の 間

に,構 造および時系列的動向に顕著な格差はない.た だし1件 あた り日数の全国動向は減少傾

向であったが,多 少増加傾向にある組合(豊 田工機)が 特徴を持 っている.

外来診療の諸率の特徴 は,次 のとお りである.被 保険者(パ ネルA)に 関しては,全 国(組

合健保全平均)の 受診率 は時系列的に不変,1件 あた り日数は減少傾向,1日 あたり金額は各

年度においてば らつ きがある.ト ヨタ自動車 グループの健保組合 ・被保険者の外来診療 に関 し

ては,受 診率が全国平均 よりも低い水準を示す健保組合があ り,そ れは トヨタ自動車 ・トヨタ

車体 ・デンソー ・豊田合成の4組 合である.時 系列的動向に関しては,受 診率の全国動向は安

定的であったが,増 加傾向にある組合(豊 田工機)と,減 少傾向にある組合(フ タバ産業)の

2つ の組合が特徴を持っている.

被扶養者(パ ネルB)で は,受 診率は時系列的に幾分増加傾向,1件 あた り日数は減少傾向,

1日 あたり金額は増加傾向にある.ま た トヨタ自動車グループの健保組合 と全国の問に顕著な

差はない.唯 一,1件 あた り日数の全国動向は減少傾向であったが,逆 に増加傾向にある組合

(デンソー)が 特徴的である.

政管健保(愛 知県)の 診療動 向 とその特徴

表8は,政 管健保における診療諸率(受 診率 ・1件あた り日数 ・1日あたり金額)を 表にまと

めたものである.パ ネルAは 被保険者について,パ ネルBは 被扶養者 について掲載 している.

各パ ネル表の第1列 目は区分,第2列 目はデータ年度(1990,95,2003年 度),第3列 目は入院

診療の諸率について,第4列 目は外来診療の諸率を示 している.

入院診療の特徴は,次 のとお りである.被 保険者(パ ネルA)で は,受 診率は減少傾向,1

-60一



表7組 合 健 保 に お け る 診 療 諸 率(1990,95,2003年 度)

全 国 ・ トヨ タ 自 動 車 グ ル ー プ

A.被 保 険 者

入 院 外 来

名 称 年 受 診 率1件 日数1日 金 額 受 診 率1件 日数1日 金 額

(件/人)(日)(円)(件/人)(日)(円)

19900.0913.9718,2164.362.054,851

全 国19950.0913.Ol23,0884.781.945,568

20030.0810.5525,6614.761.614,836

19900.0814.3418,0203.421.975,482

トヨ タ 自 動 車19950.0813.7723,2583.801.906,194

20030.0710.5223,0923.861.605,048

19900.0813.4418,4924.021.885,155

豊 田 自 動 織 機19950.0813.0026,3194.251.805,638

20030.069.8129,2044.871.554,757

19900.1214.7216,6654.242.035,385

愛 知 製 鋼19950.lll4.5221,2695.Oll.946,277

20030.0910.8328,2375.031.655,285

19900.283.7114,7513.941。784,692

豊 田 工 機19950.0713.5726,1814.171.785,332

20030.0711.8128,5535.221.564,282

19900.1014。3616,5973.422。155,756

トヨ タ 車 体19950・0913・Ol23,7013・541・996,193

20030.0710.4524,4784.151.625,123

19900.0612。8518,2914.021。985,503

豊 田 通 商19950.0813.4525,8634.531.886,046

20030.0710.3127,7184.751.574,814

19900.0914。0818,2444.032。085,044

ア イ シ ン19950.0912.4222,2924.141.985,595

20030.0710.4424,4334.311.624,996

19900.0712。9417,1482.591。975,009

デ ン ソ ー19950.0711.7022,2252.961.945,731

20030.069.6926,2013.591.684,887

19900.0715。5516,1503.902。014,969

豊 田 紡 織19950・0814・4323,9743・731・955,103

20030.079.4429,3524.141.725,140

19900.0814。5917,0333.232。135,220

豊 田 合 成19950.0813.8923,6123.592.005,775

20030.0811.4720,7303.671.704,770
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19900.0914.4418,8474.102.155,338

ト ヨ タ 関 連 部 品19950.0813.5923,1754.382.096,059

20030.0710.6325,7004.411.714,977

19900.1014.5220,5584.542.305,090

フ タバ 産 業19950・1014・2420,8454・612・185,787

20030.068.8623,7914.211.724,309

19900.0914.6917,4553.532.125,532

愛 三 工 業19950・0913・2920,6914・142・106,079

20030.0810.2929,4895.421.694,805

19900.lll3.0818,3203.932.075,902

中 央 発 條19950・0814・5720,1833・952・036,085

20030.089.7524,8694.371.675,634

B.被 扶 養 者

入 院 外 来

名 称 年 受 診 率1件 日数1日 金 額 受 診 率1件 日数1日 金 額

(件/人)(日)(円)(件/人)(日)(円)

19900.1012.7914,3315.072.052,920

全 国19950.1112.1517,1365.311.963,510

20030.1010.4022,0655.901.733,932

19900.1212.1014,2655.072.033,058

トヨ タ 自 動 車19950・1211・6716,9885・251・953,687

20030.109.7220,9235.871.753,924

19900.1211.0013,3885.302.193,083

豊 田 自 動 織 機19950・1310・0417,4545・782・093,731

20030.ll8.7321,1046.531.873,861

19900.1112.0512,7625.042.103,191

愛 知 製 鋼19950.1412.2117,6665.852.043,815

20030.ll7.9422,llO5.881.794,027

19900.119.6114,2845.272.172,819

豊 田 工 機19950・109・6317,6205・342・083,283

20030.0810.8424,2785.831.823,804

19900.1212.7513,4715.002.173,035

トヨ タ 車 体19950・1111・8618,5525・352・103,553

20030.109.7821,6225.921.844,075

19900.109.5614,0055.002.072,911

豊 田 通 商19950.0911.3618,0805.021.953,536

20030.089.5124,7255.761.704,107
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19900.1311.8313,7765.292.172,907

ア イ シ ン19950.1311.6916,1245.592.093,450

20030.1210.2120,3836.351.833,915

19900.1310.7414,3765.682.122,719

デ ン ソー19950.129.5617,2345.892.053,357

20030.109.1822,1186.132.982,348

19900.138.2914,7814.782.073,170

豊 田紡 織19950・1710・2817,7325・612・153,434

20030.147.7218,9846.811.873,603

19900.1011.0813,0865.292.153,009

豊 田合 成19950.1312.4418,3555.612.023,841

20030.109.8821,9325.951.783,701

19900.1212.2714,8375.312.123,134

トヨ タ関 連 部 品19950・1211・5317,6405・512・043,665

20030.1210.2521,3716.181.833,956

19900.lll4.3111,7205.122.263,193

フ タバ 産 業19950.1210.2015,5585.772.083,779

20030.118.8419,3686.301.813,828

19900.1311.8213,1745.322.192,788

愛 三 工 業19950.1112.1517,5415.442.053,291

20030.088.7721,7735.981.873,546

19900.1210.5212,8825.132.202,981

中央 発條19950.128.4616,6345.542.204,338

20030.1010.5719,5706.181.913,857

注1)デ ー タ出 所 は,健 康 保 険 組 合 連合 会 『健 康 保 険組 合 事 業年 報(平 成2,7,15年 度 版)』 で

あ る.

注2)各 欄 にお ける 「受 診 率(件/人)」 は 当該 加入 者(被 保 険者 数 も し くは被 扶 養者 数)あ た りレ

セ プ ト件 数 「1件 日数(日)」 は レセ プ ト1件 あた り受診 日数,「1日 金 額(円)」 は受 診1

日あ た り保 険 給付 額 を示 して い る.

出所)筆 者 作 成

件 あ た り 日 数 も 減 少 傾 向,1日 あ た り金 額 は 増 加 傾 向 に あ る.政 管 健 保(愛 知 県)と 全 国 の 問

に は,入 院 診 療 の 診 療 諸 率 に 関 し て,区 分 間 お よ び 時 系 列 的 動 向 に 関 す る 大 幅 な 格 差 は な い.

被 扶 養 者(パ ネ ルB)で は,受 診 率 は 安 定 的,1件 あ た り 日 数 は 減 少 傾 向,1日 あ た り金 額 は

増 加 傾 向 に あ る.被 保 険 者 の 場 合 と 同 じ く,政 管 健 保(愛 知 県)と 全 国 の 間 に は,入 院 診 療 の

診 療 諸 率 の 特 徴 お よ び 動 向 に 大 き な 差 は な い.

外 来 診 療 の 特 徴 は,次 の と お り で あ る.被 保 険 者(パ ネ ルA)で は,受 診 率 は 大 き な 趨 勢 的

な 傾 向 は な く,1件 あ た り 日数 は 減 少 傾 向,1日 あ た り金 額 は 変 動 し て い る.政 管 健 保(愛 知

県)と 全 国 の 間 に は,大 き な 差 は な い と言 え る が,政 管 健 保(愛 知 県)の 受 診 率 は,全 国 水 準
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表8政 管 健 保 に お け る 診 療 諸 率(1990,95,2003年 度)

全 国 ・愛 知 県

A.被 保 険者

入 院 外 来名 称 年

受診率(件/人)1件 日数(日)1日 金 額(円)受 診率(件/人)1件 日数(日)1日 金額(円)

19900.1315.4216,3985.292.334,688

全 国19950.1214.4720,8615.642.165,515

20030.0911.4923,9785.121.724,699

19900.lll5.4818,5274.852。345,401

愛 知 県19950・1014・2123,9935・122・176,141

20030.0811.2726,3544.711.744,924

B.被 扶養 者

入 院 外 来

名 称 年
受診率(件/人)1件 日数(日)1日 金 額(円)受 診率(件/人)1件 日数(日)1日 金額(円)

19900.1314.7913,0515.122.133,060

全 国19950.1414.0315,5845.552.033,742

20030.1311.7720,1185.931。774,173

19900.1114.1914,1254.812.193,278

愛 知 県19950・1213・2616,8065・262・073,961

20030.llll.1520,5865.711。824,236

注1)デ ー タ出所 は,社 会 保 険 庁 『事 業 年 報(平 成2,7,15年 度 版)』 で あ る.

注2)各 欄 にお け る 「受 診 率(件/人)」 は 当該 加 入者(被 保 険 者 数 も し くは被扶 養 者 数)あ た り レセ プ ト件 数,
「1件 日数(日)」 は レセ プ ト1件 あ た り受 診 日数 「1日 金額(円)」 は受 診1日 あ た り保 険給付 額 を示

して い る.

出所)筆 者作 成

よ り も 低 い こ と が 特 徴 的 で あ る.

被 扶 養 者(パ ネ ルB)で は,受 診 率 は 増 加 傾 向,1件 あ た り 日 数 は 減 少 傾 向,1日 あ た り金 額

は 増 加 傾 向 に あ る.政 管 健 保(愛 知 県)と 全 国 の 問 に は,被 保 険 者 の 場 合 と 同 じ く大 き な 差 は

な い と 言 え る が,や は り政 管 健 保(愛 知 県)の 受 診 率 は,全 国 水 準 よ り も低 い こ とが 特 徴 的 で

あ る.

以 上 の 結 果 を ま と め る と,入 院 診 療 に 関 し て は,ト ヨ タ 自 動 車 グ ル ー プ 健 保 組 合 ・政 管 健 保

(愛 知 県)と も 全 国 傾 向 と 同 じ特 徴 を 持 っ て い る.外 来 診 療 に 関 し て も 同 様 で あ る が,全 般 的

に ト ヨ タ 自動 車 グ ル ー プ 健 保 組 合 ・政 管 健 保(愛 知 県)の 受 診 率 は,全 国 水 準 よ り も低 い こ と

が 特 徴 と な っ て い る.

健 康 保 険 に お け る 診 療 動 向 に 関 す る 議 論

上 記 諸 率 の 動 向 に つ い て,い つ くか の 考 察 を 行 う こ と が で き る.ま ず 入 院 診 療 の 諸 率 の 動 向
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は,医 療政策および診療報酬改訂の影響を反映 したものと考えることができる.日 本では,入

院医療費の増加を抑制するために,医 療法による地域医療計画の策定お よび病床数規制を実施

している(澤 野[15]).こ の規制の根拠は,「作 ったベ ットは,埋 められたベット(新 規 に設置

された病床は,病 院経営上の理由か ら,す ぐに入院患者で埋 められて しまうということ)」と呼

ばれる医師誘発需要である(澤 野[16]).現 在,多 くの医療圏における病床利用率は80～90%

近 く,ほ ぼ満床の状態にある.こ のため病床数規制は,事 実上の入院規制の効果を持ってお り,

入院診療の受診率が時系列的に不変であるのは,こ の効果の存在 を示 したものとなっている.

また入院医療費の抑制のために,診 療報酬設定の誘導による平均在院 日数の短縮化が図られて

いる(澤 野[ll]).こ の診療報酬改訂の政策が,1件 あた り日数が減少する要因の一つとなっ

ている.

外来診療の諸率については,主 に加入者特性 と,健 康保険 ・自己負担率改定の効果が反映さ

れたものであると考えることができる.市 川 ・西[6]は,政 管健保データを利用 して,所 得水

準 ・年齢 ・性 ・加入者特性が諸率に与える影響 を明らかにした.ま た外来診療 において,健 康

保険 ・自己負担率改定の効果が注 目されるのは,消 費者(被 保険者および被扶養者)選 択の余

地が大きいためである(澤 野[12],[13]).特 に健康保険 ・被保険者に関する受診決定に関す

る研究は,以 下の とお りである.

澤野[9]で は,政 管健保データを利用 して,1984年 改訂 と1997年 改訂の効果を比較し,1997

年改訂の効果は1984年 改訂の効果よりも大 きかったことを示 した.澤 野[8]で は,家 計の医

療費自己負担額の変化 に注 目して,特 に1997年 改定の効果はある程度の受診抑制効果を持っ

たが,家 計の医療費 自己負担額を軽 くするほどの ものではなかったことを明らかにした.

澤野[10]で は,1990年 代 に実施 された時短政策に注 目して,外 来診療に与えた影響 を分析

した.こ の分析か ら,時 短政策は,組 合健保 と政管健保の両者の被保険者(労 働者本人)の 外

来受診と代替する効果 を持ち,か つ組合健保 ・被保険者と政管健保 ・被保険者の効果の規模に

は相違があることがわかった.

澤野[14]で は,健 康 を確保するための予防行動に注目して,外 来診療に与えた影響 を分析

した.こ の分析か らは,特 に健康診断が外来受診に与える影響には男女差があ り,か つ必ず し

も外来受診 と代替する側面ばかりではないことを示 した.そ して澤野 ・大竹[17]で は,予 防

行動 と医療サービス需要(外 来受診)の 関係 を分析するための研究サーベイと,そ の実証分析

上の問題点をまとめている.

表7と 表8で 示されるように,健 康保険 ・被保険者の外来診療は,受 診率は時系列的にあま

り変わ らず,1件 あた り日数は減少傾向にある.こ のため1件 あた り日数が減少 してきた理由

は,健 康保険 ・被保険者の自己負担率改定(1997年 ・2003年)の 効果,お よび労働環境(時 短

政策など)の 変化にあるもの と考えられる.ま た健康保険 ・被扶養者に関して,最 近には大幅

な制度改正を実施 していないので,受 診率および1件 あた り日数の変化の理由は,加 入者特性
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の変化(配 偶者の高齢化 ・扶養する子供数の減少)に よるところが大 きいものと考えられる.

6.結 論

この論文の目的は,健 康保険データを利用 して,愛 知県における労働者の現状を明らかにす

ることであった.本 稿では,は じめに名古屋市および愛知県における医療保険の現状について

整理し,そ の後に トヨタ自動車グループの健保組合 と政管健保(愛 知県)の 財政状況について

比較検討を行った.そ して医療費における入院 ・外来 ・歯科診療のシェア分析 とその諸率分析

を利用 して,愛 知県における労働者およびその家族の診療状況を明らかにした.本 稿の分析か

ら明らかになった特徴は,次 の3点 である.

(1)名古屋市域 における国保加入率は,全 国平均よりも約5%ポ イン トほど低い.こ のことは

他地域と比較 して健保加入率が高いことを意味 してお り,製 造業 に特徴を持つ東海地域の特性

を反映 している.(2)健 康保険の財政に関しては,組 合健保 も政管健保 も全国傾向 と大差ない.

特 にトヨタ自動車グループの健保組合に関して言えば,そ の収入構造 の約90%は 保険料収入か

ら構成されている一方,支 出構造は保険給付費が約50%弱 程度で,そ の他は老人保健拠出金や

退職者給付拠出金で構成 されてお り,財 政の硬直化が懸念されている.(3)診 療費の構成および

診療諸率の動向か ら,入 院診療は愛知県における労働者(お よびその家族)と 全国の労働者(お

よびその家族)の 間に顕著な差は観察されないが,外 来診療は愛知県の労働者とその家族は全

国よりも,受 診率や1件 あたり日数が低いという特徴があ り,愛 知県の健康保険では外来診療

に特徴がある.

今後の課題 としては,愛 知県における外来診療の特徴や,愛 知県域における国保財政,お よ

びその診療動向の傾向について明らかにしてゆ くことは,重 要な分析 テーマであると考え られ

る.
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